別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：職業訓練校費
	事業名:離職者等委託訓練費・委託訓練コーディネーター設置費・就職支援コ
ーディネーター設置費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　産業人材育成担当　電話番号：058-272-1111（内3127）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：437,554千円（前年度予算額：296,480千円）

　　＊債務負担行為限度額　149,310千円（平成24年度から平成25年度まで）　　
	事業内容


	１　事業の内容


　公共職業安定所に求職申し込みを行っている離職者等を対象とし、求人の需要が高く再就職に即効性のある効果的な訓練を、民間教育訓練機関やNPO法人等に委託して実施する。
（1） 離職者等委託訓練費　
情報ビジネス、ホームヘルパー、医療調剤事務、介護福祉士養成等、61コース（定員1299人）を開講する。

（２）委託訓練コーディネーター設置費・就職支援コーディネーター設置費
委託先企業の巡回、訓練生の就職支援（訓練中及び訓練修了後3ヶ月間）を行う非常勤専門職（計8人）を設置する。
	２　所要経費


（1） 離職者等委託訓練費　420,037
（2） 委託訓練コーディネーター設置費　15,327
就職支援コーディネーター設置費　 2,190

（3） 債務負担行為設定分　149,310
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり
　１　若者が力を発揮できる地域をつくる
· 産業構造の変化の下、職業能力等に起因して拡大しているミスマッチを解消し、生産性の高い産業人材を育てることにより、円滑な労働移動の支援、雇用の安定確保を図る。
	２　これまでの取組状況


　平成22年度は、38コース（定員722人）を実施。平成23年度は、47コース（定員867人）を予定。
	３　これまでの取組に対する評価


  平成22年度訓練受講者の就職率は67.7％となっており、平成21年度の就職率51.1％から大幅に改善しているものの、就職率の更なる向上が求められていることから、今後は就職支援に一層力を入れることとする。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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